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AIを活用し、売れる味を作る
消費者の好みは十人十色。どうすればヒットする商品ができるのかといったメーカーに対し、AIは助け舟をだす。AIの味覚センサーに
よって、味のバランスを可視化させて味の調節をはかることが可能に。消費者からの「おいしい」を追求するため、AIの味覚マーケティ
ングは今後も更なる活躍が期待される。

2016年7月15日 日経ＭＪ（流通新聞） 1面
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（注）オレンジ色枠内および赤線は、三井住友アセットマネジメントが加筆。

自動車業界で起こるAIによるイノベーションの嵐
自動車業界はAIの台頭により目覚ましい進化を遂げている。自動運転車、無人のタクシーことロボタクシー、異業種との提携など
AIの技術で、自動車業界を取り巻く環境は大きく変革している。
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2016年12月30日 日本経済新聞朝刊 20面



当資料は日本経済新聞社等の承諾を得て記事を転載したものであり、記事の内容について、正確性・信頼性・適時性を保証するものではありません。
当資料では個別企業が紹介される場合がありますが、いかなる有価証券の売買の勧誘、特定銘柄の推奨を意図するものではありません。
この資料の最終ページに重要な注意事項を記載しております。必ずご確認ください。

5

（注）オレンジ色枠内および赤線は、三井住友アセットマネジメントが加筆。

気がつけば家の中はAIだらけ
家庭内でAIの活躍の幅が広がろうとしている。人間と会話ができるロボット、エアコン、テレビや電子レンジなどにAI搭載の家電が登
場。利用履歴を分析して最適な使い方まで提案してくれる。家庭内にAIが欠かせない未来がやってくるのは遠くないのかもしれな
い。

2017年7月1日 日本経済新聞夕刊 1面
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アップル、AIスピーカー発売を発表
米アップルはAIで音声に自動応答するスピーカーを発売すると発表した。AIスピーカーは米アマゾン・ドットコムや米グーグルなどが、
米国中心に販売を急拡大させている。先行している米国企業を追って日本企業もAIスピーカーの開発を進めており、世界でAIス
ピーカーの開発・販売競争が繰り広げられることが予想される。

2017年6月7日 日経産業新聞 7面
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（注）オレンジ色枠内および赤線は、三井住友アセットマネジメントが加筆。

すべてのモノにAIを搭載
あらゆるモノがネットにつながるIoT機器にAIを搭載させる新技術が開発された。従来は、あらゆるデータをデータセンターに送信し
て演算処理をしていたが、送信する前にAIを搭載した末端側が送信する必要があるデータかどうかを判断する。必要なデータのみ
をデータセンターへ送信し処理することが可能となり、通信コストや処理時間が短縮されることが期待される。

2017年4月25日 日経産業新聞 9面
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家電に話しかけるとAIが応答
行きたいお店、食べたい料理を家電に話しかけるとAIが適切な情報を探して伝えてくれる。こうした話しかけるだけでAIが自動応答
してくれる機器の導入は、今後、家電製品などの身近な機器にも広がる見込みだ。

2017年6月20日 日経産業新聞 7面
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（注）オレンジ色枠内および赤線は、三井住友アセットマネジメントが加筆。 2016年11月28日 日本経済新聞夕刊 1面

銀行、AIと共に顧客開拓
AIを使った営業支援システムが開発されている。顧客との話の内容を聞き、次の一手をAIが導いてくれる。また、入出金履歴や顧
客属性をAIが分析することで顧客のニーズを見出し、金融商品の見込み客を掘り起こす。
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AI活用で精度高まる「食品需要予測」
AIが膨大なデータを分析し、食品の需要を予測する手法の開発が進んでいる。販売データや気象情報、SNSなどの情報をAI
が解析することで、従来よりも精度が高まった需要データが得られる。また、過剰生産や在庫ロスなどを減らす効果も期待されて
おり、食品業界からの注目が集まっている。

2016年3月25日 日経産業新聞 9面
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（注）オレンジ色枠内および赤線は、三井住友アセットマネジメントが加筆。

AIの能力を新薬開発に活かす
莫大な時間と費用を要していた新薬開発にAIを活用する。あらゆる医療データをAIに分析してもらうと、今よりも短時間、ローコス
トで効率的な研究開発が進み、新薬開発の成功率の向上や新薬の実用化が期待される。

2016年11月16日 日本経済新聞朝刊 1面
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AI、検査画像から”がん”を判定
がんは早期発見が重要とされるが、画像診断の専門医は不足している。こうした中、検査画像から高い精度でがんを見分けるAI
が開発された。AIを活用することで医師の負担を軽減するだけでなく、検査の精度向上により医師の診断をサポートすることが期
待される。

2017年6月5日 日本経済新聞夕刊 1面
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（注）オレンジ色枠内および赤線は、三井住友アセットマネジメントが加筆。

コールセンター、AIで問い合わせに対応
AIが企業に寄せられた質問内容を解析して回答してくれる。AIのもつディープラーニングの能力により、質問を重ねるごとに精度は
向上する。AIの技術の貢献により、コールセンターの人件費の削減につながることが期待される。

2017年1月20日 日経産業新聞 7面
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AIカメラで人物探知
AIカメラが人の助けを必要とする人や不審者をリアルタイムで探し出し、街の警備・サポート体制を強化してくれる。観光客の増加
が見込まれる2020年の東京五輪をにらみ、安全を提供するサービスの拡充が期待される。

2016年12月9日 日経産業新聞 11面
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（注）オレンジ色枠内および赤線は、三井住友アセットマネジメントが加筆。

気象予報もAIの時代に
AIは気象予報の場で活躍範囲を広げている。これまで活用される割合は1割程度であったが、2018年には最大3割までに達す
ると見込まれる。AIの導入により気象データの数値チェックの手間を省くことができるなど、作業の効率化が見込まれる。AIが活躍
してくれる分、人間は放送内容を充実させることに注力することができるなどAI活用による相乗効果が期待される。

2017年5月15日 日経産業新聞 9面
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人と議論できるAI
問いかけに対し、賛成や反対などの意見を表明するなど人と議論できるAIが開発された。旅行販売店や介護現場などでの利用
が期待され、AIの活用領域が広がることが見込まれる。2030年度にはAIを活用したビジネスは約2兆円を上回る規模に成長す
ると予想されており、今後もAIの開発や活用に目が離せない。

2017年6月8日 日経産業新聞 7面
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（注）オレンジ色枠内および赤線は、三井住友アセットマネジメントが加筆。

AIで生活習慣病を予防
生活習慣病患者の運動や食事のデータを分析し、どんな人がどのような病気にかかりやすい傾向があるかなどをAIが分析する。分
析結果に基づき、AIが患者予備軍に対して「塩分は控えめにしましょう」などのアドバイスをすることで生活習慣病の予防を図る。
医師や看護師などが対応するのと比較すると人件費が抑えられるだけでなく、AIの導入によりデータを見落とすリスクも軽減できる。
今後も医療分野でAIの応用が期待される。

2017年6月12日 日本経済新聞夕刊 1面
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アップル、AI関連強化
アップルはAI関連サービスの強化を進めている。AIを使用する端末を増やし、日常でAIを使う機会を
広げていくだけでなく、他社にもこのサービスを開放していく。

2016年6月14日 日本経済新聞夕刊 3面

2016年4月13日 日本経済新聞夕刊 3面

フェイスブック、顧客対応をAIで自動化
フェイスブックは、対話アプリ「メッセンジャー」を使って企業と消費者をつなぐ。AIを搭載した「ボット」と呼ばれる
ソフトが消費者とメッセージをやり取りする新たな仕組みを企業に提供する。



重要な注意事項

作成基準日：2017年7月1日

当資料は、情報提供を目的として、三井住友アセットマネジメントが作成したものです。特定の投資信託、生命保険、
株式、債券等の売買を推奨･勧誘するものではありません。

当資料に基づいて取られた投資行動の結果については、当社は責任を負いません。
当資料の内容は作成基準日現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
当資料に市場環境等についてのデータ・分析等が含まれる場合、それらは過去の実績及び将来の予想であり、今後
の市場環境等を保証するものではありません。

当資料は当社が信頼性が高いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するもの
ではありません。

当資料にインデックス･統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者およ
び許諾者に帰属します。

当資料に掲載されている写真がある場合、写真はイメージであり、本文とは関係ない場合があります。

【投資信託商品についてのご注意（リスク、費用）】
●投資信託に係るリスクについて
投資信託の基準価額は、投資信託に組み入れられる有価証券の値動き等（外貨建資産には為替変動もあります。）の影響
により上下します。基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。運用の結果として投資信託に生じた
利益および損失は、すべて受益者に帰属します。したがって、投資信託は預貯金とは異なり、投資元本が保証されているものでは
なく、一定の投資成果を保証するものでもありません。

●投資信託に係る費用について
ご投資いただくお客さまには以下の費用をご負担いただきます。
◆直接ご負担いただく費用 ・・・申込手数料 上限3.78％（税込）

・・・換金（解約）手数料 上限1.08%（税込）
・・・信託財産留保額 上限3.00％

◆投資信託の保有期間中に間接的にご負担いただく費用 ・・・信託報酬 上限 年 3.834％（税込）
◆その他費用・・・監査費用、有価証券の売買時の手数料、デリバティブ取引等に要する費用（それらにかかる消費税相当額を

含みます。）、および外国における資産の保管等に要する費用等が信託財産から支払われます。また、投資信
託によっては成功報酬が定められており当該成功報酬が信託財産から支払われます。投資信託証券を組み入
れる場合には、お客さまが間接的に支払う費用として、当該投資信託の資産から支払われる運用報酬、投資
資産の取引費用等が発生します。これらの費用等に関しましては、その時々の取引内容等により金額が決定し、
運用の状況により変化するため、あらかじめその上限額、計算方法等を具体的には記載できません。

※なお、お客さまにご負担いただく上記費用等の合計額、その上限額および計算方法等は、お客さまの保有期間に応じて異なる等
の理由によりあらかじめ具体的に記載することはできません。

※上記に記載しているリスクや費用項目につきましては、一般的な投資信託を想定しております。費用の料率につきましては、三井
住友アセットマネジメントが運用するすべての投資信託における、それぞれの費用の最高の料率を記載しております。投資信託に
係るリスクや費用は、それぞれの投資信託により異なりますので、ご投資をされる際には、販売会社よりお渡しする投資信託説明
書（交付目論見書）や契約締結前交付書面等を必ず事前にご覧ください。

●投資信託は、預貯金や保険契約と異なり、預金保険・貯金保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また登
録金融機関でご購入の場合、投資者保護基金の支払対象とはなりません。
●投資信託は、クローズド期間、国内外の休祭日の取扱い等により、換金等ができないことがありますのでご注意ください。

〔2017年5月31日現在〕


